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貸 借 対 照 表 

（2022 年６月 30 日） 

 

（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

流 動 資 産 

 現 金 及 び 預 金   

   売 掛 金 

   販 売 用 不 動 産 

  仕掛販売用不動産 

   前 渡 金 

    未 収 消 費 税 等 

  前 払 費 用 

 そ の 他 

 

25,181,131 

5,662,366 

10,571 

5,507,854 

13,480,903 

383,838 

90,116 

26,127 

19,353 

流 動 負 債 

    買 掛 金 

    短 期 借 入 金 

  一年以内償還予定の社債 

  一年以内返済予定の長期借入金 

  未 払 法 人 税 等 

前 受 金 

   前 受 収 益    

預 り 金 

 賞 与 引 当 金 

    そ の 他 

 

7,362,844 

22,853 

2,899,026 

40,000 

3,265,529 

608,329 

10 

158,660 

300,482 

31,874 

36,079 

固 定 資 産 

  有 形 固 定 資 産 

    建 物 

    構 築 物 

    車 両 運 搬 具 

  工 具 、 器 具 及 び 備 品 

1,112,718 

230,056 

97,133 

549 

4,547 

7,635 

固 定 負 債 

    社 債 

    長 期 借 入 金 

    退 職 給 付 引 当 金 

  役員退職慰労引当金 

    預 り 敷 金 保 証 金 

9,621,721 

80,000 

 9,322,017 

1,903 

68,170 

149,630 

    土 地 120,189 負 債 合 計 16,984,565 

  無 形 固 定 資 産 4,827            純 資 産 の 部 

    ソ フ ト ウ エ ア 

  投 資 そ の 他 の 資 産 

 投 資 有 価 証 券 

子 会 社 株 式 

    出 資 金 

    長 期 前 払 費 用 

    繰 延 税 金 資 産 

  長 期 性 預 金 

    そ の 他 

4,827 

877,834 

5,000 

130,000 

5,470 

3,108 

495,212 

95,521 

143,521 

株 主 資 本 

  資 本 金 

  利 益 剰 余 金 

    利 益 準 備 金 

  そ の 他 利 益 剰 余 金 

   繰 越 利 益 剰 余 金 

自     己     株     式 

9,309,285 

895,880 

8,881,558 

58,424 

8,823,133 

8,823,133 

△468,153 

純 資 産 合 計 9,309,285 

 資 産 合 計 26,293,850 負 債 純 資 産 合 計 26,293,850 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 



損 益 計 算 書 

2021 年７月 1 日から 

2022 年６月 30 日まで 

                                                                                                                      

（単位：千円） 

売 上 高  16,524,261 

売 上 原 価  12,952,399 

        売 上 総 利 益  3,571,862 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  1,864,194 

        営 業 利 益  1,707,667 

営 業 外 収 益   

           受 取 利 息 127  

           受 取 配 当 金 185  

契 約 解 除 益 31,654  

           還 付 消 費 税 等 474,368  

           そ の 他 1,344         507,680 

  営 業 外 費 用   

           支 払 利 息 236,708  

      支 払 手 数 料 102,099  

           そ の 他 3 338,811 

        経 常 利 益  1,876,537 

税 引 前 当 期 純 利 益       1,876,537 

  法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  930,830 

        法 人 税 等 調 整 額  △203,045 

        当 期 純 利 益  1,148,753 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 

 



株主資本等変動計算書 

2021 年 7 月 1 日から 

2022 年６月 30 日まで 

 

（単位：千円） 

 株主資本 

資本金 

利益剰余金 

 利益準備金 

その他利益剰余金 

利益剰余金合計 

繰越利益剰余金 

当期首残高 485,880 46,858 8,211,615 8,258,473 

当期変動額     

利益剰余金から 

 資本金への振替 
410,000  △410,000 △410,000 

剰余金の配当  11,566 △127,234 △115,668 

当期純利益   1,148,753 1,148,753 

当期変動額合計 410,000 11,566 611,518 623,085 

当期末残高 895,880 58,424 8,823,133 8,881,558 

 

 株主資本 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

当期首残高 △468,153 8,276,200 8,276,200 

当期変動額    

利益剰余金から 

 資本金への振替 

 

       －                －  

剰余金の配当  △115,668 △115,668 

当期純利益  1,148,753 1,148,753 

当期変動額合計 － 1,033,085 1,033,085 

当期末残高 △468,153 9,309,285 9,309,285 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

 

 



個別注記表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式 

  移動平均法による原価法を採用しております。 

その他有価証券 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法を採用しております。 

 

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）販売用不動産 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しております。 

(2）仕掛販売用不動産 

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しております。 

 

3. 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

建物（建物附属設備は除く）及び 2016 年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物は定額法、その他は定率法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物            3～47 年 

構築物            10 年 

車両運搬具             6 年 

工具、器具及び備品     3～20 年 

 



(2）無形固定資産 

   ソフトウエア 

社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法を採用しております。 

 

4. 引当金の計上基準 

(1）賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担額を計上しておりま

す。 

(2）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

(3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要支

給額を計上しております。 

 

5.収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行業務 

の内容及び当該履行業務を充足する通常の時点（収益認識する通常の時点）は以 

下のとおりであります。 

ⅰ.不動産開発事業 

不動産開発事業は、主にマンションの開発・分譲、賃貸マンションの開発・販 

 売等を行っております。不動産等の売買契約に定められた引渡義務を履行するこ 

とにより、顧客である買主が当該不動産等の支配を獲得した時点で収益を認識し 

ております。 

ⅱ.不動産関連サービス事業 

不動産関連サービス事業は、マンション等の賃貸管理、建物管理、トランクル 

ーム等のスペース賃貸等を行っており、顧客との賃貸借契約等による合意内容に 

基づき収益を認識しております。 



(会計方針の変更に関する注記） 

(収益認識基準に関する会計基準等の適用) 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下 

「収益認識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財 

又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け 

取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。 

 収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84 項ただし書きに 

定める経過的な取扱いに従っておりますが、当該会計基準の適用による当事業年度 

の損益及び期首利益剰余金に与える影響はありません。 

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準等の適用」（企業会計基準第 30 号 2019 年７月４ 

日。以下「時価算定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価 

算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号  

2019 年７月４日）第 44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基   

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。な 

お、当事業年度の計算書類等に与える影響はありません。 

 

（会計上の見積りに関する注記） 

（棚卸資産の評価） 

当社は、棚卸資産の評価を行い、期末における正味売却価額が取得原価よりも下

落している場合には、収益性が低下しているとみて、当該正味売却価額をもって貸借

対照表価額としております。 

 

 

 

 



（1）当事業年度の計算書類に計上した金額 

区分 当事業年度（千円） 

販売用不動産 5,507,854 

仕掛販売用不動産 13,480,903 

評価損 912,250 

 

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

①（1）に記載した金額の算出方法 

  当社は、棚卸資産の評価に関する会計基準に従い、収益性の低下により正味売 

却価額を下回っている販売用不動産及び仕掛販売用不動産の帳簿価額を、正味売 

却価額まで切り下げる会計処理を適用しております。会計処理の適用に当たって 

は、個別物件ごとに売価及び見積り追加コストの見積りを行ったうえで正味売却 

価額を算定しており、正味売却価額が帳簿価額を下回った場合に、帳簿価額を正 

味売却価額まで切り下げて評価額を計上しております。 

②重要な会計上の見積りに用いた主要な仮定 

  正味売却価額の算定に当たり、投資家向け分譲については、賃料、空室率、賃 

貸費用等に関し、市場の動向、類似不動産の取引事例、過去の実績等を総合的に 

勘案の上決定しております。割引率については、類似の取引事例や金利推移等を 

踏まえ決定しております。マンション分譲については、直近の販売実績や市場の 

動向等を踏まえた上で決定しております。また必要に応じて、不動産鑑定士によ 

る不動産鑑定評価を取得しております。 

 当該会計上の見積りにあたり、新型コロナウイルスの感染状況が、将来の収益 

に一定の影響を与えると仮定しております。足元では新型コロナウイルスの感染 

状況は収束に至っておりませんが、感染抑制を図りながらの社会・経済環境の正 



常化が進んでおり、翌事業年度を通じて回復傾向にあることを見込んでおります。 

③重要な会計上の見積りが当事業年度と翌事業年度の計算書類等に与える影響 

  当該主要な仮定は財務諸表作成時点における最善の見積りに基づき決定して 

おりますが、見積りと将来の結果が異なる可能性があります。すなわち、経済 

環境等の悪化等に伴う賃料の低下及び空室率の上昇、想定外の追加コストが発 

生すること等による賃貸費用の悪化、市場金利の変動に伴う割引率の上昇、マ 

ンション販売市況の悪化に伴う販売価額の低下等により、正味売却価額の算定 

に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（貸借対照表に関する注記） 

1. 担保に供している資産 

現金及び預金 155,874 千円 

販売用不動産  4,572,409 千円 

仕掛販売用不動産 11,749,056 千円 

建物 48,988 千円 

土地 94,393 千円 

合計 16,620,721 千円 

   

  担保に係る債務 

短期借入金 2,813,276 千円 

長期借入金   11,578,390 千円 

合計 14,391,666 千円 

  （注）長期借入金には、一年内返済予定の長期借入金も含まれております。 

 

2. 有形固定資産の減価償却累計額         111,118 千円 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

1. 当事業年度の末日における発行済株式の種類及び株式数 

普通株式     3,490,500 株 

2. 当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数        

普通株式       277,500 株 

 

 

 

 



 

 

3. 配当に関する事項 

（1）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

  配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
1 株当たりの

配当額 
基準日 効力発生日 

2021 年９月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 115,668 千円 5,400 円 

2021 年 

６月 30 日 

2021 年 

９月 30 日 

（注）当社は 2021年 12 月 2日付で普通株式１株につき 150 株の割合で株式分割を行っており 

ます。１株当たりの配当額ついては当該株式分割前の実際の配当金の額を記載しており 

ます。 

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度と 

なるもの  

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
１株当たり

の配当額 
基準日 効力発生日 

2022 年９月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 118,881 千円 37 円 

2022 年 

６月 30 日 

2022 年 

９月 30 日 

 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

棚卸資産評価損 436,385 千円 

賞与引当金  9,759 千円 

役員退職慰労引当金 20,873 千円 

未払事業税等 25,589 千円 

その他 2,603 千円 

合計 495,212 千円 

 



（金融商品に関する注記） 

1. 金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

 事業計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達しており

ます。また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。 

 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金、未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であり

ます。 

借入金、社債は、主に事業計画に係る資金調達を目的としたものであります。 

 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権については、各部が主要な顧客の状況を定期的にモニタリングし、

管理部は顧客ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等に

よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス

ク）の管理 

各部署からの報告に基づき管理部が適時に資金繰り計画を作成・更新すると

ともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要

因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が

変動することがあります。 

 



2. 金融商品の時価等に関する事項 

 貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、市場価格のない株式等は含まれておりません（*2．参照）。 

（単位：千円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1）長期性預金 95,521 95,517 △3 

(2) 有価証券及び 

投資有価証券(*2) 
－ － － 

資産計 95,521 95,517 △3 

(1）社債(*3) 120,000 119,980 △19 

(2）長期借入金(*3) 12,587,546 12,585,351 △2,194 

(3）預り敷金保証金 149,630 146,882 △2,747 

負債計 12,857,176 12,852,214 △4,961 

(*1) 現金並びに短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似する預金、買掛金、

短期借入金、未払金、未払法人税等については記載を省略しております。 

(*2) 以下の金融商品は、市場価格がないことから、「（2）有価証券及び投資有価証

券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表上額は以下の通り

であります。 

区分 当事業年度（千円） 

非上場株式 5,000 

子会社株式 130,000 

(*3) (1)社債および(2)長期借入金には、１年内償還予定の社債及び１年内返済予定 

の長期借入金も含まれております。 

 

 

 



（関連当事者との取引に関する注記） 

役員及び個人主要株主等 

種類 会社等の名称

又は氏名 

事業の内容

又は職業 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

（％） 

関連当

事者と

の関係 

取引の内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

役員 
春田 英樹 

当社代表取

締役 

（被所有） 

直接 16.3 

間接 83.3 

当社 

役員 

債務被保証

（注1） 
4,503,251 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）1.当社の銀行借入に対して、当社代表取締役春田英樹より債務保証を受けて

おります。なお、保証料の支払は行っておりません。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

（1）１株当たり純資産額                     2,897 円 38 銭 

（2）１株当たり当期純利益          357 円 53 銭 

（注）当社は 2021年 12 月 2日付で普通株式１株につき 150 株の割合で株式分割を 

行っておりますが、2022年 6 月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、 

1 株当たり当期純利益を算定しております。 

 

 

（収益認識に関する注記） 

1.顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

当社は、不動産開発事業及び不動産関連サービス事業を営んでおり、不動産 

開発事業は、主にマンションの開発・分譲、賃貸マンションの開発・販売等、 

不動産関連サービス事業は、マンション等の賃貸管理、建物管理、トランクル 



ーム等のスペース賃貸等であります。 

 不動産関連事業 不動産関連サービス事業 合計 

顧客との契約から生じる収益 

その他の収益(注)1 

15,374,790 

－ 

343,109 

806,361 

15,717,899 

806,361 

合計 15,374,790 1,149,471 16,524,261 

(注)1 その他の収益は、「リース会計基準」の範囲に含まれる賃貸料収入等であ 

ります。 

 

2.収益を理解するための基礎となる情報 

 「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」 

記載のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


